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東アジア地域協力の制度的特徴
― ASEAN+3（日中韓）を事例として―

鈴 木　早 苗

第 1節　問題意識

　1990年代後半より，東南アジア諸国連合（ASEAN）加盟国，中国，日本，

韓国の間で会議が開かれ，さまざまな協力が促進されつつある。この会議は

通常，「ASEAN+3（日中韓）」と呼ばれ，参加国が東アジア諸国であるため

に東アジア地域協力を推進する会議としても注目されている。この会議が東

アジア地域協力の手段として脚光を浴びるようになったきっかけは1997年半

ばに発生したアジア通貨危機である。とはいっても，東アジア地域は通貨危

機以前から域内貿易比率が高く，実質的な地域経済統合の単位として捉えら

れつつあった。ASEAN+3参加国である ASEAN諸国と日中韓はこうした動

きを踏まえ，多くの問題領域で協力を行う包括的な協力体制を構築するよう

になった。ASEAN+3での協力は1997年に ASEAN首脳会議の機会を捉えて，

ASEANが日本，中国，韓国の首脳を招聘して首脳会議を開催したことに端

を発する。その後，財務大臣会合，経済閣僚会合，外相会合，農相会合，環

境相会合，観光相会合，などが定例化され，さまざまなプロジェクトや地域

構想が発表，実施されるようになった。本章では，東アジア地域協力がどの

ような制度化を達成しつつあるのかという問題意識にもとづき，国際社会の
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組織化における「制度」について分析枠組みを提示したうえで，同地域にお

ける代表的な協力枠組みである ASEAN+3の制度的特徴について検討する。

第 2節　分析枠組み

　ここでは，国際社会の組織化を扱った理論的見地を紹介した後，「ASEAN 

+3」を扱った先行研究を検討することで，ASEAN+3の制度的特徴を探るア

プローチを提示する。

　「制度」には，⑴フォーマル化，組織化，あるいは明示（文）化されたも

のと，⑵インフォーマルなもの，あるいは組織化・明示（文）化されていな

いもの，さらに，⑶そのいずれかが一概にわからないもの，が含まれる。第

1のグループを「ルール」や「組織」とよび，第 2のグループを「慣習」や

「規範」とよんで区別する（河野［2002: 8-9］）。

　国際社会の組織化におけるフォーマルな制度としては，自由貿易協定

（FTA），通貨スワップ協定等の協定や条約，共同声明などが挙げられる。イ

ンフォーマルな制度としては，開催が慣行化した多国間会議やその準備会合，

多国間会議の場で常態化した二国間会談など，特に明確な規定はないが慣習

化した行動様式が挙げられる。つまり，制度は本来，ルール，慣行や慣習，

規範を含む包括的な概念である。本章では「制度」をこの両グループを含む

広義の概念として捉える。

　「ルール」は明示的にアクター間の了解があるものを意味し，契約や協定

は法的な位置づけをもつルールであるといえる。フォーマルな制度のひと

つである「組織」については国際機構・国際組織論，国際組織法が主に分

析の対象としている。組織とは，人，予算，法人格，常設機関をもつ制度で

ある（Young［1989: 32］）。とりわけ「政府間組織」は， 2カ国以上の加盟国

で構成され，共通の目的が明示的であること，事務局等の常設機関の設置な

どが主要な特徴となっている（Archer［2001: 33］）。常設機関の設置も協力を
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行うためのルールのひとつであるため，「組織」はさまざまな「ルール」の

集合体であるといえる。一方，「ルール」だけでなく，慣習や規範といった

インフォーマルな制度も構成要素として組み込んだのが「国際レジーム」で

ある。国際レジームとは「ある問題領域において国家の行動が収斂していく

明示的あるいは暗黙裡のルールや規範，原則，意思決定方法のセット」であ

る（Krasner［1983: 1］）。国際レジームは国際組織設立を必ずしも前提としな

い（したがって，国際組織は国際レジームの一部である），協力を推進するため

の諸ルール・慣習の総体を指す。多国間外交が展開されはじめた17世紀には

参加国が一堂に会する会議を交渉・対話のチャンネルとして維持，つまり定

例開催することが重要とされた。最上［1997: 16-7］はこのような形態を「常

設的国際会議」とよび，国際機構への「前駆」にすぎないとしながらも，国

際会議の常設化は「多国間外交の制度化」であると一定の評価をしている。

これは，会議の定例開催が組織を設立する際に重要な節目であることを意味

し，「常設的国際会議」は参加国が会議の定例開催というルールに合意した

点で，「継続的会議レジーム」といいかえられよう。例えば，ASEANは1967

年設立後，加盟国間の外相会議を定例化し，「継続的会議レジーム」として

出発，10年後の1976年，事務局を設置して「国際組織」の体裁を整えたとい

える⑴。しかし，ASEANは国際組織に一般的な設立条約の類をもたないため，

いまだに「継続的会議レジーム」としての性格を色濃く残している。

　ASEAN+3を扱った先行研究は ASEAN+3の明文化されたフォーマルな制

度に焦点を当て， 2つの視点に沿ってその制度的特徴を説明する。ひとつ

は ASEAN+3参加国が集う会議の定例開催と合意文書に示されるルールに注

目する視点である（菊池［2001］，田中［2003］，Stubbs［2001］，Hund［2003］，

Webber［2001］）。この視点は，ASEAN+3が2004年末現在において常設の機

関を設置せず，会議の定例化を通じて何らかの協力を志向し，合意を蓄積し

ていく「継続的会議レジーム」であるとし，蓄積された合意のなかでも明文

化されたルールに注目する。2000年，ASEAN+3財務相会合で合意され，参

加国に二国間スワップ協定締結を呼びかけた「チェンマイ・イニシアティ
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ブ」は参加国政府の行動を一定の方向に収斂させるルールや原則を明文化し

たものに他ならない。さらに，そのような合意の蓄積は，将来の組織化への

一歩と捉える視点もある。Stubbs［2002: 450］は ASEAN+3がアジア太平洋

経済協力会議（Asia Pacific Economic Cooperation: APEC）や ASEANと比べ組織

面では充実していないが，プロジェクトを実施することで実質的な協力を行

っていることから ASEAN+3が東アジアの地域経済組織になる潜在性は高い

と主張する。これはさまざまな分野での協力が具体化されるにしたがい，協

力の実効性を高めるために組織の創設が要請されるという機能主義的な発想

にもとづくものである。

　先行研究が注目する ASEAN+3のもうひとつの制度的特徴は，ASEAN+3

がその名の示すとおり，ASEANの域外協力チャンネルとして ASEANのル

ールや慣習を基盤とする点にある。ASEAN+3での協力が開始されたとする

1997年の ASEAN+3非公式首脳会議は，ASEANの首脳会議後に，ASEAN

が日中韓の首脳を招待するという形で開催されたことから，ASEANにおい

て定期的に開催されている会議が果たした役割は大きい。大庭［2003: 181，

2004: 25］は ASEAN+3が基本的に「日本，中国，韓国による ASEAN支援

を協議する場」という性格の枠組みであり，ASEANを中心とするさまざま

な会議や枠組みの集合体としての ASEANレジームの一部として発達したも

のであるとする。先の「チェンマイ・イニシアティブ」ではスワップ協定

の構築の仕方として1977年の ASEANスワップ協定を ASEAN+3レベルへ拡

大することが合意されている。また ASEANは ASEAN+3が形成される以前

からアメリカ，オーストラリア，カナダ，日本，中国，韓国などの域外国と

個別の対話チャンネルを構築してきており，ASEAN+3が形成された後も，

ASEANと日本，ASEANと中国，ASEANと韓国といういわば「ASEAN+1」

の協力体制を維持している⑵。東アジアにこのような重層的な協力関係があ

るのは ASEANというレジームあるいは組織が既存の制度として存在するた

めである。ASEANという存在が「東アジア」を冠した固有の制度や組織を

作ろうという動きを阻害する可能性は否定できないが，現状では ASEAN+3，
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ASEAN+1等の対話チャンネルが，東アジア地域協力を促進する起爆剤とな

っている⑶。山影［2003: 33-36］は1990年代に入り，日本が東アジア協力に

積極的になった点を指摘し，高原［2003: 59-65］は ASEAN諸国の対中国脅

威認識を緩和するため中国も東アジア協力に対し積極姿勢に転じたと指摘す

る。ASEANは ASEAN+3において日本や中国のような近隣域外大国を同時

に取り込むことで ASEANへの影響を最小限に抑える戦略を取る一方（高埜

［2001: 163-165］，吉野［2003: 115-116］），中国，日本それぞれにたいし，両国

の譲歩を引き出す手段として ASEAN+1という交渉カードを維持している。

ASEANが東アジア地域協力において主導的な役割を果たす位置にあると指

摘される所以である（Dieter and Higgott［2002: 35-36］，Tay［2000: 232-233］，

Hew and Mely［2000: 26］）。

　以上から先行研究の視点は次のように総括できる。第 1の視点は，

ASEAN+3が政府間の協議チャンネルとしての会議を定例化した「継続的会

議レジーム」であると捉える。そして会議の定例開催，共同声明や協定等の

形で文書化されるルールといったフォーマルな制度に注目して ASEAN+3と

いうレジームの制度的特徴を説明する。しかし，この視点は「継続的会議レ

ジーム」が本来，インフォーマルな制度的側面を包含する点に十分な注意を

払っていない。第 2の視点は ASEAN+3の協力体制が ASEANの会議，ルー

ル，慣習等の制度を基盤としている点に注目した。しかし，ASEAN+3の名

でさまざまな分野の閣僚会議が開催され，合意が生み出されている現状を踏

まえると，ASEAN+3参加国間での協力の制度的特徴には ASEANの諸制度

の特徴が反映された部分と，ASEAN+3独自の特徴が見られるのではないか。

　以上の検討から，本稿では「継続的会議レジーム」としての ASEAN+3の

制度的特徴を以下の 2つの指標において分析する。第 1の指標は「会議の準

備・運営・開催に関する制度」である。この指標は ASEAN+3の中心的な活

動は会議開催であるという先行研究の認識を共有したうえで，会議の定例

化・常設化にともなってどのような制度が形成されているのかを明らかにす

る。会議の準備・運営・開催に関する制度とは何らかの協力に合意していく
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ためのたたき台の作成（立案），意見の調整，その他事務手続きに関するル

ールや慣習のことをいう。ASEAN+3では事務局は設置されないまま，首脳，

外相，経済閣僚等の閣僚級の会合が増殖した。第 1の指標はこのような諸会

合の定例化にともない，会議の準備・運営・開催に関するルールや慣習が定

着していることを説明する。具体的には，会議を主催する国に会議の議長と

して議題の提案や利害調整，声明草案作成を行うことを加盟国が期待してい

る点，また，作業部会，政策提言グループなどある種の機能をもった会合・

グループが設置されるようになった点を明らかにする。ASEAN+3において

会議の定例化は共同声明等で次回の開催を明記，あるいは，参加国各国が発

信する会議の結果概要を通してその合意が確認される⑷。また作業部会，政

策提言グループなどの機能的な会合の設置は合意文書によって確認されるこ

とが多い。明文化された文書というフォーマルな制度的側面は参加国の総意

を確認するうえで不可欠である。しかし，参加国間の社会的な実践に留まっ

ている慣習，インフォーマルな制度も存在し，会議の結果に重要な役割を果

たしている。先行研究では明文化された合意文書を分析の焦点としているた

め文書に明記されないインフォーマルな制度への関心が希薄であった。この

点につき次節で紹介する議長国の役割は具体的に明文化されていない場合が

ほとんどであるため加盟国の明確な共通了解が確認できるルールと違い，参

加国の実践の積み重ねとして慣習化したインフォーマルな制度である⑸。

　第 2の指標は「合意の実施に関する制度」である。具体的には参加国が

多国間の協力体制を構築していくうえで合意している合意実施ルール・原

則を指す。ASEAN+3参加国は ASEANの諸制度を ASEAN+3に拡大させた

形で協力を推進しようとしている。しかし，ASEAN諸国と ASEAN+3諸国

が直面する諸状況は異なる。さらに，ASEAN諸国は ASEANの法人格をあ

えて明確にせず，ASEAN+3における協力に参画し合意を実施していく主体

はあくまで「ASEAN各国」であるという認識を共有している。ASEAN+3

の協力体制を特徴づける合意実施ルール・原則について分析することは

ASEAN+3と ASEANの制度的特徴との関連性についてひとつの答えを提供
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する。

第 3節　会議の準備・運営・開催に関する制度

　1997年に ASEAN+3の首脳会議が開催される以前から ASEAN諸国・日中

韓会議を開催しようという構想はあり，非公式ながら会合も開催されてい

た。このような経緯もあり，1997年以降 ASEAN+3は急速にその協力分野

を拡大し，首脳会議，閣僚会議が定期的に開催されるようになった⑹。以下

では，これらの諸会議の準備，運営，開催に重要な役割を果たす諸制度が

ASEAN+3に定着していることを示す。欧州連合（EU）のように加盟国から

独立した組織をもたない ASEAN+3では，会議の準備・運営・開催は会議の

議長国や事務レベルの準備会合，作業部会，国内事務局長会議などの諸チャ

ンネルによって担われている。

1．議長国の役割

　ASEAN+3の首脳・閣僚会議の開催国である議長国は2004年末現在，

ASEANの議長国によって担われている⑺。それは ASEAN+3が ASEANの域

外協力チャンネルであることの証左でもある。ASEAN諸国は議長国を通し

て ASEAN+3の会議の準備・運営・開催を主導する立場にある。その役割に

関して明確な規定はなく，慣習として定着しつつあることに注意されたい。

特に，首脳会議は ASEAN+3における協力体制の方向性や特徴を決めるうえ

でもっとも重要な意思決定の場である。そこで本項では首脳会議の準備，運

営，開催に重要な役割を果たしていると考えられる議長国の動きについて分

析する。

　1997年，ASEANは ASEANの首脳会議に日本，中国，韓国を招聘する形

で ASEAN+3首脳会議を開催した。ASEANの会議に日中韓を招くという
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構想は1995年首脳会議の際にシンガポールが提案，1996年にも同様の構想

があった。しかし，構想実現を強力に推進したのは，東アジア経済グルー

プ（East Asia Economic Group: EAEG）の提唱者であり（1990年に提案），1997

年 ASEAN首脳会議の議長国首脳であるマハティール・マレーシア前首相だ

った⑻。マハティールは日本の日・ASEAN首脳会議定例化提案に対し「中

国に対しては友好的政策の方が，封じ込め政策より良い」と語り，日・

ASEAN首脳会議の定例化が中国を排除することに懸念を表明した（Suzuki

［2004b: 13-14］）。一部報道ではマレーシアが ASEANと日本との首脳会議

ではなく，日本に中国と韓国を加えた 3カ国と ASEANが首脳会談を行う

べきだと提案していることも明らかになった。しかし，日本の提案の一

部はマハティールの采配によって受け入れられる形となった。1997年 3 月

後半に日本を公式訪問していたマハティールは東京での記者会見で年末の

ASEAN首脳会談後に ASEANと日本，中国，韓国による会議を，次いで

ASEANと日本との首脳会議を開きたい，と語った（田中［2003: 284］）。こう

して，ASEAN+3のなかに埋め込まれるような形で ASEAN+1（日本，中国，

韓国）のチャンネルが存続することが承認されることとなった。会議では

「ASEAN+3」首脳ではなく，「ASEANと中国」，「ASEANと日本」，「ASEAN

と韓国」首脳による共同声明が個別に発表された（ASEAN-Japan［1997］，

ASEAN-China［1997］，ASEAN-ROK［1997］）。ASEAN+3首脳会議でマハティ

ールは ASEAN+3首脳会議の定例化を求めたが橋本首相（当時）も江沢民・

中国前国家主席も消極的だった。しかし会議の定例化は翌年に実現すること

になりマハティールの提案はその素地を提供したともいえる。

　1999年の ASEAN+3首脳会議は初の合意文書発表という大きな節目を迎え

た。この合意文書の発表においてイニシアティブを発揮したのは ASEAN首

脳会議議長国のフィリピンである。フィリピンは以前から中国と南シナ海

の領有権問題で争っており領域問題を含む安全保障問題を扱う会議として

ASEAN+3に注目した。フィリピンはこの会議で ASEAN+3首脳による初の

共同声明を発表することを提案，同声明に同じく自ら発案した「東アジア安
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全保障協議体」（East Asia Security Forum）の創設を盛り込むことを提案した

（Baja［2000］）。定例化間もない ASEAN+3を一気に新たな性格をもつ組織の

創設に向かわせることは他の参加国にとってすぐには受け入れがたいもので

あるのに加え ASEANには ASEAN地域フォーラム（ASEAN Regional Forum: 

ARF）という安全保障を話し合う場がすでにあった。このような理由から協

議体創設は見送られ「協力の強化」に留める共同声明を発表することになっ

た（Suzuki［2004b: 14-15］）。しかしながら，共同声明には政治・安全保障を

協力分野として盛り込み，ASEAN+3を政治・安全保障問題をも話し合う場

にしていきたいというフィリピンの意向が反映された。

　2000年の首脳会議は ASEAN側から 2つの構想が出たことで注目された。

マレーシアは ASEAN+3を「東アジアサミット」に改称する提案を行い，タ

イは中国の ASEAN・中国 FTA提案を受けて ASEAN+3で FTAを形成しよ

うとの提案をそれぞれ行っていた（Suzuki［2004b: 15-16］）。ASEAN首脳会

議議長国シンガポールのゴーチョクトン前首相はこの 2つの構想を「私自

らが提案した」と「ASEAN提案」としたうえで ASEAN+3の議題の俎上に

乗せた。さらに，この 2つの構想を韓国の金大中大統領が設置を提案した東

アジアスタディグループ（East Asia Study Group: EASG）で検討することを提

案した（Suzuki［2004b: 16］）。シンガポール自らが行った提案はないものの，

一部の ASEAN+3参加国からの提案を巧みにとりまとめ，上記 2つの構想実

現への道筋をつけたことは注目に値する。また，EASGが報告書を作成する

際，シンガポールは日本とともに幹事国として「東アジアサミット」の概念

の検討を行っている。

　2001年の首脳会議議長国のブルネイは目立った動きを見せなかった。しか

し，他の参加国が議長国の役割をどのように捉えているかを示す出来事があ

った。この首脳会議の直前の2001年 9 月11日に起きたアメリカ同時多発テロ

にたいし，さまざまな国際会議で「反テロ声明」を発表しようという気運が

高まっていた。中国は2001年の APEC首脳会議を上海で主催，反テロ声明

採択に成功し，ASEANも声明を採択する運びとなっていた。日本は自らが
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イニシアティブを取る国際会議がなかったため，ASEAN+3の場を通じて，

東アジア地域で「反テロ声明」を出そうと試み，議長国ブルネイに対し，反

テロ宣言の発表を根回しした。しかし，ASEAN諸国の多くは ASEANとし

て反テロ宣言を出したので，ASEAN+3として出す必要はないことや，中国

が ASEAN+3として声明発表に反対していることなどを踏まえ，ASEANと

しては日本の提案を後押ししないことで合意していた。ブルネイはこうした

ASEAN諸国の意向を踏まえ，声明作りに動き出さず，日本の根回しは功を

奏さなかった（Suzuki［2004b: 19］）。この出来事ではブルネイが自らイニシ

アティブをとり草案作成を行ったわけではない。しかし，日本が議長国ブル

ネイに声明草案作成を依頼したことは，議長国に草案作成の役割があること

を示している。

　以上の分析から，議長国には議題設定や声明草案作成の役割があると

考えられ，本章では取り上げなかった2002年以降の会議においても，会議

の結果（合意内容）に重要な役割を果たしていると考えられる。2004年末

現在，ASEAN+3の会議の議長国は ASEAN諸国に偏っており，日中韓が

ASEAN+3の会議の議長を担当することがなかった。しかし，2005年以降，

日本，中国，韓国が会議の議長国となる可能性が議論されている。先の「東

アジアサミット」の構想は1999年に設置された東アジアビジョングループ

（East Asia Vision Group: EAVG）が2001年の首脳会議に提出した報告書で取

り上げられ，ASEAN+3首脳会議を「東アジアサミット」（East Asia Summit: 

EAS）に鞍替えする提案がなされた。先述のように，EASG報告書ではシン

ガポールと日本が幹事国となり，EAS概念の検討を行い，そのなかで日中

韓の東アジア協力への主体的関与（ownership）について言及している⑼。こ

れは日本，中国，韓国による ASEAN+3首脳会議開催あるいは 3カ国が EAS

の議長国となる可能性を示唆したものである。EASG報告書は EAS実現を

「長期的な目標」と位置づけ，実現にあたっては ASEAN諸国の意向を配慮

し，漸進的に進めていくよう注意を喚起した（EASG［2002: 5］）。にもかかわ

らず，2004年 ASEAN+3諸国は外相会合で EASを「適当な時期に」に開催
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することに合意した。2004年，ASEAN+3外相会議で中国は2006年 EAS開

催に立候補，つづいてマレーシアが2005年 EAS議長国に立候補したとの報

道がなされ⑽，日本は EASの中身について具体的な提案を行った（Suzuki

［2004b: 18-19］）。こうして，2004年 ASEAN+3の首脳会議で EASの2005年開

催が合意され，議長国として ASEAN首脳会議の2005年議長国であるマレー

シアが承認された（ASEAN+3［2004］）。興味深いのは，EASの概念や手順

などの検討のために日本が2005年 5 月に京都で ASEAN+3外相会議を開催す

る提案を行い参加国に了承されたことであった（ASEAN+3［2004］）。このよ

うに，「長期的目標」と位置づけられた EAS実現に向けた話合いが順調に進

んでいること自体，ASEAN+3諸国が東アジア地域協力の制度・組織構築に

積極的に取り組もうとしていることが見て取れる。また，EASG報告の日中

韓の役割言及，中国が EAS開催に立候補したこと，日本が外相会議開催国

として名乗りを上げたことは，日中韓がこれまで ASEAN諸国に限定されて

いた議長国を担当する機会を得，会議の結果に何らかの影響力を行使した

いと考えたからである。ただし，2004年初めまでに政策提言グループ等によ

って ASEAN+3は EASに発展的解消を遂げるという方向性が示されたにも

かかわらず，1997年から協力を開始した ASEAN+3を EASという新たな名

称で置換するのかについては参加国間で明確な意見一致を見なかった。しか

し，2005年 7 月の ASEAN+3外相会議では，第 1回 EASをマレーシアで開

催，参加国として ASEAN+3諸国，インド，ニュージーランド，オーストラ

リアを含め，ASEAN諸国が議長国を担当することで合意した。ここにきて，

EASは ASEAN+3とは別の会議として捉えられるに至った。しかし，これま

で開催されてきた ASEAN+3首脳会議と EASの関係については詳細に議論

されなかったようである（外務省［2005］）⑾。

　2000年以降，各種閣僚会議の開催が活発化し定例開催が定着するにしたが

い閣僚会議を準備する会合も定例化した（章末図参照）。代表的なものに外相

会議をサポートする高級事務レベル会合（SOM），経済閣僚会議を補佐する

経済担当高級事務レベル会合（SEOM），農業担当高級事務レベル会合（SOM-
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AMAF）などが定例化されている（Suzuki［2004a: 17］，AEM+3［2000］）。これ

らの会合の議長は該当する閣僚，首脳会議の議長国を担当する国の代表が担

うことが多い。閣僚・首脳会議の議長国が日中韓にも担われるようになれば，

必然的に準備会合の議長の交代も予想される。

2．事務局設置の議論とその他の準備会合

　ASEAN+3の事務局設置をめぐる議論は2001年マレーシアが設置を提案

し，招致に積極的になったことで始まった。2001年の ASEAN首脳会議・

ASEAN+3首脳会議のプレスステートメントは「ASEAN+3事務局設置の提

案がなされた」と言及している。2002年 7 月の ASEAN閣僚会議（ASEAN 

Ministerial Meeting: AMM，外相会議に相当。以下，AMM）で，マレーシア政府

は最初の 5年間の事務局運営資金として 1億米ドルを拠出すると発表し事務

局誘致に積極姿勢を見せた。しかし，他の ASEAN諸国はマレーシアの提案

に留保を付し，代わりに ASEAN事務局の機能強化を主張した。この AMM

では 3つの選択肢が話し合われた。⑴マレーシアの提案通りに新たな事務

局を設置する，⑵ジャカルタの ASEAN事務局の機能拡大，⑶ ASEAN事

務局内に ASEAN局を設置する，である。しかし，議論は決着せず，AMM

は「（ASEAN+3の協力強化のために）ジャカルタの ASEAN事務局の強化と

クアラルンプールの ASEAN+3事務局設置の提案に留意した」という玉虫

色の表現で事務局設置議論を総括する共同声明を発表して閉会した（Suzuki

［2004a: 8-9］）。ASEANとして ASEAN+3の協力を事務的にサポートしている

のは ASEAN事務局内の対外関係・調整局（External Relations and Coordination 

Bureau）であった。ASEAN諸国の間では，ASEAN事務局の強化を主張す

る意見が多数を占め，その趨勢は2004年に入っても変化がなかった。2004

年，AMMの共同声明は「ASEAN+3の協力をコーディネートする ASEAN

議長国を補佐する機関として，ASEAN+3ユニットの設置を歓迎する」とし，

ASEAN事務局の対外関係・調整局の中に ASEAN+3ユニットを設置するこ
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とで決着し，ASEAN+3事務局設置に消極的な ASEAN諸国の意向が反映さ

れた（AMM［2004］）。また，ASEAN+3ユニットが ASEAN+3協力をコーデ

ィネートする議長国を補佐する位置に置かれていることは興味深い。ここで

も，議長国の会議の準備・運営・開催に関する主体的な役割が見てとれる。

　事務局設置が見送られる一方，設置が実現したのは国内事務局長会議

（director-general meeting）の定例化であった（AMM+3［2002］）。これは，新

たな独立機関を設置せず，ASEAN+3におけるさまざまな分野の協力を調整，

監視する担当者（主に参加各国外務省）の会合である。2002年 8 月，ソウル

で第 1回国内事務局長会合が開かれ，同年末の ASEAN+3首脳会議に提出さ

れた EASG報告書でもこの会合の定例化が提案されている（EASG［2002: 5，

19］）。第 2回は2003年 2 月にジャカルタで，第 3回は2004年 4 月に北京で開

催されている⑿。国内事務局長会合は ASEANが事務局設置前から採用して

いる制度で現在も継続している。ASEANはこの会合設置を経て ASEAN設

立から10年後に事務局を設置したため，ASEAN+3が同様の経緯を辿るとす

れば国内事務局長会合の設置は事務局設置への準備段階とも捉えられる。ま

た，閣僚会議や首脳会議の開催地が ASEAN諸国に偏っているにもかかわら

ず，国内事務局長会合の開催地は ASEAN諸国と日中韓の交代でなされてい

ることは注目に値する。その他に，2002年首脳会議で韓国が産官学の代表

が集う東アジアフォーラム（East Asia Forum: EAF）の形成を提案し了承され

た。EAFは第 1回を2003年12月に韓国で，第 2回を2004年12月にマレーシ

アで開催し，定例化しつつある⒀。また，中国の提案で有識者の会合である

東アジアシンクタンクネットワーク会議（Network of East Asia Think-Tanks: 

NEAT）が開始され，第 1回を2003年 9 月に北京，第 2回を2004年 8 月にバ

ンコクで開催し，2005年次回会合は日本で開催される決定がなされた（NEAT

［2004］）⒁。これらの政策提言グループ・会合が ASEAN+3の意思決定過程に

どのように関与しているのかについて詳細は明らかになっていないが，国内

事務局長会議と同様，EAFと NEATが ASEAN諸国と日中韓の交代で開催

されていることは興味深い。それは，会議の準備・運営・開催に参加国間の



342

平等を確保するという制度が構築されはじめていることを物語る。

　また，必要に応じて政策提言グループや作業部会も設置された。これらの

グループや会合は常設機関ではなく，継続的会議レジームとして ASEAN+3

の性格をよく表す制度的な措置である。一定期間設置された政策提言グル

ープは ASEAN+3の協力体制の運営を決めていくうえで重要な役割を果たし

た。1999年，2000年に 2つの政策提言グループが韓国の金大中大統領の提

案によって設置された。ASEAN+3加盟各国の有識者から構成される EAVG

と ASEAN+3加盟各国の高級事務レベル官僚と ASEAN事務局長で構成され

る EASGである。EAVGは1999年から2001年にかけて，EASGは2000年から

2002年にかけて東アジア協力の方向性と課題について報告書を作成し，2001

年末，2002年末の ASEAN+3首脳会議に提出した。基本的な構造は EAVGで

描かれたビジョンの具体化を EASGで行っており，特に注目されるのが東

アジア FTA（East Asia Free Trade Area: EAFTA）形成と EASの設置についての

議論である（EAVG［2001］，EASG［2002］）。EASG報告書はこの 2つの構想

を「長期的な目標」と位置づけ将来の方向性を具体的に示した（EASG［2002: 

18-19］）。EAFTAと EAS構想は首脳，外相，経済閣僚など主要な会議の共

通のアジェンダとして取り上げられている。また，2003年，ASEAN+3財務

相会合でアジア債券市場構想実現のための 6つ作業部会が設置され，それぞ

れの作業部会の幹事国を ASEAN諸国のみならず，日本，中国，韓国も担当

している（AFMM+3［2003］，Suzuki［2004a: 16］）⒂。農業協力では2001年の第

1回農業大臣会合で東アジアコメ備蓄システム構想が合意され，2002年この

備蓄システム構築のためのパイロットプロジェクトが立ち上げられ，日本と

タイが調整国となっている（Suzuki［2004a: 17］）⒃。このように ASEAN諸国

だけでなく日中韓も幹事国や調整国として作業部会運営に参画している。

　ASEAN+3の諸会議の準備・運営・開催に関する手続きは会議の定例化に

ともない整備されてきた制度であるといえる。その中でも，政策提言グルー

プや作業部会，準備会合等はその設置が明文化されフォーマルな制度である

一方，議長国の役割は加盟国の実践によって慣習化したインフォーマルな制
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度である。議長国が ASEAN諸国だけでなく日中韓によっても担当される可

能性が出てきていることや各種会合の開催地が ASEAN諸国に限定されなく

なってきたことは，ASEAN中心であった諸会議の準備・運営・開催に関す

る制度が ASEAN+3参加国間の平等性を担保する制度へと変質しつつあるこ

とを物語る。

第 4節　合意の実施に関する制度

　1999年 ASEAN+3首脳会議において発表された共同声明のなかで首脳たち

は経済・社会，政治・その他という 2分野での協力を約束した（ASEAN+3

［1999］）。経済・社会協力として⑴貿易，投資，技術移転，情報技術・電子

商取引関連の技術協力，産業・農業協力，中小企業支援，観光振興，メコン

流域などの成長地域の開発，⑵金融協力，⑶社会・人材育成，⑷科学技術開

発，⑸文化交流・東アジア文化の発展，⑹開発協力，が列記された。続いて

政治・その他の協力では⑴政治・安全保障協力，⑵越境的な問題への対処，

が提示された。以下では金融協力，農業協力・経済協力プロジェクト，貿易

協力について合意の実施ルールや原則について検討する。

1．金融協力

　1997年夏に発生したアジア通貨危機の対処のために，関係諸国は ASEAN，

APEC，ASEM，世界銀行・IMF総会の場で金融協力を緊密化させた。また

1997年11月には，オーストラリア，ブルネイ，カナダ，中国，香港，イン

ドネシア，日本，韓国，マレーシア，ニュージーランド，フィリピン，シ

ンガポール，タイ，アメリカの財務相代理・中央銀行副総裁が集まり会合

を開いた。この会合では，アジア地域の金融協力を促進するため IMFの役

割を強化するという「マニラフレームワーク」が合意された。しかし，IMF
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の処方箋はうまく機能せず，通貨危機の被害国である一部のアジア諸国，

とりわけ ASEAN諸国から IMFを主導するアメリカにたいする不満が噴出

し，アジア地域での金融協力における日本の役割を期待する機運が高まった

（Narine［2001: 233-38］，Higgott［1998］，Stubbs［2002: 448-49］）。日本もアメリ

カ主導の IMF援助方式から距離を置き，アジア独自の金融システム構築に

意欲を見せていた⒄。その表れが1997年 8 月，日本が提案したアジア通貨基

金（Asian Monetary Fund: AMF）構想である。AMF構想はアメリカの反対によ

り頓挫したが，1998年10月，日本は「新宮沢構想」という300億米ドルの支

援パッケージを打ち出した。この構想は危機の影響を受けた国（韓国，イン

ドネシア，マレーシア，フィリピン，タイなどが対象）に二国間の支援をする

というもので，この構想にもとづき，1999年に日本はマレーシア，韓国と二

国間スワップ協定を締結した（Suzuki［2004a: 14］）。

　1997年末に開始された ASEAN+3は通貨危機の被害国を多く含み日本が参

加していることから，この問題を話し合う場のひとつとして利用された⒅。

1999年 3 月に財務相代理会合が開かれ ASEAN+3として最初の声明を発表し

（Suzuki［2004a: 注29］）， 4月に ASEAN+3財務相会合が開かれた。2000年 5

月の第 2回 ASEAN+3財務相会合で合意された「チェンマイイニシアティブ」

は1977年の ASEANスワップ協定の ASEAN+3レベルへの拡大と二国間のス

ワップ協定締結を促すものであった（AFMM+3［2000］）。先述したように，

このイニシアティブ以前に日本は新宮沢構想のもと，韓国，マレーシアと二

国間スワップ協定を締結しており，新宮沢構想が事実上，複数の二国間スワ

ップ協定をネットワーク化する「チェンマイイニシアティブ」の下敷きとな

った（大庭［2003: 157］）。また，韓国や中国も二国間スワップ協定の締結に

動き始め，2003年までに日本，中国，韓国と ASEANの先発国（カンボジア，

ラオス，ミャンマー，ベトナムを除く）との二国間スワップ協定ネットワーク

が構築された（Suzuki［2004a: 15］）。ただし，チェンマイイニシアティブの

特徴は，この合意を実施する方法があくまで締結の意思のある国同士の二国

間のスワップ協定であったことにある。そのため，2004年時点でスワップ協
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定ネットワークに参画していないカンボジア，ラオス，ミャンマー，ベト

ナムの参加が今後，期待されている。その後，このチェンマイイニシアティ

ブの有効性強化のため，見直し手続きが開始されている（AFMM+3［2004］）。

チェンマイイニシアティブに続き，ASEAN+3の主要な議題となったのが

アジア債券市場育成の構想である⒆。アジア債券市場育成に向けた取組み

は ADB，アジア・太平洋中央銀行役員会議（Executives’ Meeting of East Asia-

Pacific Central Banks and Monetary Authorities: EMEAP）⒇，アジア協力対話（Asia 

Cooperation Dialogue: ACD）21など複数の会議によって多方面から推進されてお

り，ASEAN+3では2002年末にアジア債券市場育成イニシアティブ（ABMI）

が合意された22。この合意にもとづき，2003年には 6つの作業部会が設置さ

れたが，この作業部会への参加は自発的で積極的な国が幹事国となって運営

している23。

　以上，金融協力ではチェンマイイニシアティブと ABMI自体は多国間合

意であるが，これらの合意の実施は，前者は二国間のスワップ協定締結，後

者は作業部会への自発的参加という形で行われている。

2．農業協力と経済協力プロジェクト

　2001年10月，ASEAN+3の農業大臣会合が開催され，共同声明で早くも定

例開催を明記した。この会合で，閣僚は東アジア地域の食料安全保障強化

を目的とした「東アジアコメ備蓄システム」（East Asian Rice Reserve System: 

EARRS）構築のための検討開始に合意し，タイをそのコーディネーターとし

て選出するとともに，日本の協力を要請した（Suzuki［2004a: 17］）。第 2回

ASEAN+3農業大臣会合では，EARRSの構築に向けた第 1段階として，パ

イロットプロジェクトを 3年間にわたって実施することで合意した。さら

に，タイと日本がこのプロジェクトの暫定的な調整国となることも合意さ

れた。このパイロットプロジェクトの参加は「ボランタリーベース」とされ

た（Suzuki［2004a: 17］）。農業協力ではタイと日本が中心的な役割を果たし
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ているが，ボランタリーベースで開始された EARRS構築への道のりは他の

ASEAN諸国の積極的な参画によってより強固なものとなろう24。

　2000年から開始された ASEAN+3経済閣僚会議は当初は年 2回開催だった

が，2001年以降，年 1回の開催となった（Suzuki［2004a: Annex］）。2000年の

第 2回 ASEAN+3経済閣僚会議で優先すべき協力分野を貿易，投資，技術移

転の加速化，情報・電子商取引に関する技術協力の促進，中小企業・裾野

産業の強化として特定した。そして，その実施ルールを，プロジェクトベ

ースで行うこと，個別のプロジェクトはできるだけ多くの参加国が参加する

「13-Xの原則」を重視したうえで，少なくとも ASEAN加盟国の 2カ国およ

び中国，日本，韓国のうちの 2カ国が参加することで実施可能とした（通

商産業省［2000］。原文は AEM+3［2000］）。「13-Xの原則」とは，理想的には

ASEAN+3全参加国（13カ国）がプロジェクトに同時に参加することを奨励

するが，いくつかの諸国（X）が参加の準備ができていない場合においても，

プロジェクトの実施は妨げられないという実施原則である25。この実施原則

が合意された後，第 4回 ASEAN+3経済閣僚会議（2001年）では通信技術の

技術移転，中小企業支援などを含む 6つのプロジェクトが承認され，2003年

の閣僚会議までに12のプロジェクトが承認され，そのうち 3つは実施を終了

し， 9つが実施予定であるとされた（Suzuki［2004a: 20］）26。

　以上のように，「経済協力」は，貿易，投資，技術移転，技術協力，中

小企業強化等の幅広い分野を含む。ASEAN+3参加国間の経済格差は大き

く，経済協力のニーズが各国で異なるだけに，ASEAN+3のすべての参加国

が参加するプロジェクトの開始は困難であるし，実効性に乏しい。そこで，

ASEAN+3諸国は「ASEAN加盟国の 2カ国および中国，日本，韓国のうち

の 2カ国」という形でプロジェクト実施の条件を緩和し協力の実効性を高め

る一方，個々のプロジェクトに後から参加することを許容する「13-Xの原

則」にも合意した。「13-Xの原則」は個々のプロジェクトを「ASEAN+3の

経済協力プロジェクト」として位置づける大枠の実施ルールである。
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3 ．自由貿易協定（FTA）27

　東アジア地域で1999年頃から ASEAN+3で FTA締結の議論が活発化した

きっかけは中国の FTA政策の転換であった。中国はそれまで FTAを「排

他的なブロック」として慎重な立場を示していたが他の諸外国による FTA

締結の動きが加速化すると柔軟姿勢に転換し始めた。2000年の ASEAN・中

国首脳会議において中国は ASEANと中国の FTA締結の可能性を探る作業

部会の設置を提案した。中国の提案に対し，ASEAN側は同時に行われた

ASEAN+3首脳会議で ASEAN+3の FTAを締結する可能性を探るように逆

提案した。それは中国の経済力に飲み込まれまいとする ASEAN側の姿勢を

反映しており，ASEAN+1（ASEAN・中国）ではなく ASEAN+3で FTAを実

現することで中国の経済力を広域の FTAで相殺しようと考えた。しかし，

ASEAN+3首脳は ASEAN提案である ASEAN+3で FTAを形成することに関

して合意に達せず，一方で，中国と ASEANの FTA締結に向けた話合いが

加速することとなり，「FTAはまず，ASEAN+1で」というモメンタムが醸

成されることになった（Suzuki［2004a: 21-22］）。

　中国は2001年，正式に ASEANに FTA締結を提案した。2002年，ASEAN

諸国と中国の経済閣僚会議で ASEAN・中国 FTAの草案が検討され，2002年

の ASEAN・中国首脳会議で FTAの枠組み合意がなされた。この枠組み合意

では「10年以内の FTA完成」をめざし，ASEANの新規加盟国であるミャン

マー，ラオス，カンボジア，ベトナムに一定の配慮をする一方，農産品を

中心に先行して関税引下を実行する「アーリーハーベスト・プログラム」に

合意した（ASEAN-China［2002］）28。このプログラムの実施にあたり，タイは

2003年10月，他の ASEAN諸国に先駆けて中国と188品目の農産品の関税撤

廃を実施した。その後，シンガポールも中国と二国間の交渉の構えを見せた。

マレーシアも当初は消極的な姿勢を示していたが，その後積極姿勢に転じた

（Suzuki［2003: 292-307］）。先に述べたように，ASEAN諸国は ASEANという
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組織が ASEAN諸国を代表して協定締結権などの法人格をもつかどうかにつ

いて明確な意思を示していない。ASEAN・中国 FTAの締結の際にも中国の

締結相手は ASEAN事務局の長である ASEAN事務総長でも，ASEAN議長

国でもなく，ASEAN各国の首脳であった。このことは，FTAの大枠を多国

間で合意しても実質的には二国間での合意の余地があることを物語る29。

　中国の FTAへの積極姿勢を目の当たりにした日本も ASEANとの FTA

に積極的に動き始めた。2002年 1 月，ASEANを歴訪した小泉首相は日・

ASEANの FTA概念を含む「日本－ASEAN包括的経済パートナーシップ」

（Japan-ASEAN Comprehensive Economic Partnership: CEP）の形成を提案した

（Koizumi［2002］）。小泉首相は1999年に締結した日本・シンガポール FTAで

ある日本・シンガポール経済連携協定（Japan-Singapore Economic Partnership 

Agreement: JSEPA）を例に出し，この JSEPAのような協定をモデルに CEPを

形成していこうと呼びかけた。2002年，第 9回 ASEAN経済閣僚会議と日本

の経済産業省との会議で FTAの要素を含む CEPの実現目標を「10年以内を

目処に」とすることで合意した。興味深いのは，同年末の日・ASEAN首脳

会議で「CEP実現と同時に，ASEAN各国と日本との二国間の経済連携も模

索する」という合意がなされたことである。このような措置は日本がすでに

締結済みの日・シンガポール FTAをモデルに他の ASEAN諸国との FTA交

渉を加速化させたいと考えていたからである（Suzuki［2004a: 22-24］）30。こ

の合意を受け，翌年2003年の日・ASEAN首脳会議で首脳たちは ASEANと

日本の FTAの実現に向けて以下の点に合意した。⑴日本と ASEANの加盟

各国との二国間交渉の諸成果と ASEAN統合プロセスのさらなる進展を考

慮しつつ，日本と ASEAN全体との間の包括的経済連携協定の交渉を開始す

る。⑵交渉においては，日本との間で二国間の経済連携協定を締結してい

ない ASEAN加盟諸国は，関税譲許の交渉を二国間で行う。日本および二国

間の経済連携協定を締結した ASEAN加盟国の間の自由化の譲許表は，日・

ASEAN包括的経済連携協定の交渉で再交渉されるべきではない。⑶すべて

の自由化の譲許表は，日・ASEAN包括的経済連携協定に添付される（経済産
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業省［2003］。原文は ASEAN-Japan［2003］）。この合意にしたがって，日本と

タイ（2002年 9 月），フィリピン（同年10月），マレーシア（2003年 2 月）はそ

れぞれ作業部会を設置した。2003年12月の日・ASEAN特別首脳会議でこの

ASEAN 3 カ国と日本との FTA交渉開始が宣言され，インドネシアとは FTA

締結の可能性を探る予備的な検討を開始した（Suzuki［2004a: 24］）。2005年12

月，日本とマレーシアは FTAを締結した。また，ASEANは2000年の首脳会

議で韓国に FTA締結を打診したが，その時点では韓国が農業分野などの保

護セクターの存在などで消極姿勢を示したため具体的な合意はなされなかっ

た。しかし，2004年 9 月，韓国と ASEANは2005年から FTA締結交渉開始

に合意した31。

　ASEAN+1に加え，日中韓 3カ国の FTA締結も提案された。提案は，2002

年11月の日中韓首脳会議の折，中国の朱鎔基前首相からなされたが，日本

は「中・長期的な目標」として消極姿勢を崩していない。北東アジアの二国

間 FTAに関しては日韓の FTA交渉が進行中である。日本と韓国は2003年10

月，2003年以内に交渉を開始し，2005年末までに妥結を目指したがその後停

滞している。このように北東アジア地域では二国間の FTAが先行する傾向

を見せている（Suzuki［2004a: 24-25］）。2000年に見送りになった ASEAN+3

での FTA締結の構想は2001年，2002年に EAVGと EASGが提出した報告書

のなかで EAFTAとして再び登場した（EAVG［2001］，EASG［2002］）。特に，

EASG報告書では EAFTAの形成が「長期的な目標」として位置づけられ，

現在進行している二国間，地域的な FTAの制度調整の必要性に言及してい

る（EASG［2002: 12-13, 43-44］）。2003年の ASEAN+3経済閣僚会議の共同声

明はこの EASG報告書の提言を踏襲し，「EAFTAの実現は発展的かつ段階

的に（evolutionally and step-by-step）なされる長期的な目標である」と結論づ

けている（Suzuki［2004a: 25］）。

　以上のように，東アジア地域で展開されている FTA締結・交渉は二国間

または ASEAN+1などの ASEAN+3との関係でいえばサブリージョナルな形

を取っている。Terada［2003: 270-272］は EAFTAがさまざまなレベルの複
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数の FTAがネットワーク化したものとして実現し，同地域の大国である日

本や中国の連携がこのネットワークをより強固なものにしていくと指摘する。

金融や農業協力，経済協力プロジェクトと違い，東アジア地域の FTA協力

は，ASEAN+3全参加国が参加することを前提とした大枠の合意がないまま，

二国間，あるいはサブリージョナルな FTAが先行することを事後承認する

体制をとっている。

　以上の分析から，ASEAN+3の協力体制は全参加国にはじめから合意実施

を強制せず，後からの参加を許容する合意実施制度を採用している。特に

ASEAN後発国に対する配慮をうかがわせる緩やかな特徴をもっているとい

える。「13-Xの原則」にもとづく経済協力プロジェクトの実施は，ASEAN

が1980年代に採用した「5-X」原則を模倣したものと考えられるが（注25参

照），ASEAN諸国間よりもさらに経済格差の大きい ASEAN+3諸国間で受け

入れやすいものであった。加盟国間の経済格差や先進国と途上国という援

助する側，される側といった関係が ASEAN+3において構造化されているこ

とは，合意実施をさらに非拘束的で，途上国側に有利な参加条件を与えて

いる。このことは，自発的参加や一部の国によるパイロットプロジェクト推

進という実施ルールに現れており，全加盟国による実施可能性の低い協力事

項に関して全加盟国のコンセンサスが得られるまで実施を延期するのではな

く，参加可能でその実施によって具体的な利益を得ると判断した国が先行し

て推進することを可能にするものである。このような自発的な実施に重心を

置く実施ルールは APECにおける貿易・投資の自由化でも採用されている。

先進国は2010年まで，途上国は2020年までに貿易・投資の自由化を達成する

とした1994年のボゴール宣言は法的な拘束力はなく，努力目標として位置づ

けられ，その後の APECにおけるさまざまな取組みも基本的には加盟国の

自発的な取組みを奨励する制度的特徴を備えることとなった。このような方

法は後発途上国にとって実施のモラトリアムを与えられるとともに，早期実

施を実現した国の行動によって実施を促される（いわゆる，ピア・プレッシャ

ー）ことを意味している。早期実施できる加盟国にとってもこのような制度
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が後発国を実施に駆り立てる外交手段となりうるだけでなく，自らが先行し

て協力の大枠を作ることができるというメリットがある。この制度的特徴は

FTAの分野でも見出され，一部の参加国が先行して FTA締結に動き出すこ

とを許容するとともに，ほかの諸国にも FTA締結を促すことになった。し

かし，FTAの場合，「13-Xの原則」のように全加盟国による参加を前提と

した大枠の合意がないために，東アジア地域全体の FTA締結には現在個別

に進行している二国間，地域的な FTAのルールを調整する新たなルール・

原則の創出が必要となろう。

第 5節　結論

　以上，「会議の準備・運営・開催に関する制度」と「合意の実施に関する

制度」という 2つの指標を導入することにより「継続的会議レジーム」とし

ての ASEAN+3の制度的特徴は以下のように総括できる。まず，第 1の指標

としては，会議の準備・運営・開催を担うチャンネルとして議長国，高級事

務レベル会合，作業部会，政策提言グループ等の制度を挙げた。ASEAN+3

が ASEANの域外協力であることは，ASEAN+3の首脳会議・閣僚会議の議

長国が ASEANの議長国によって担われてきたことに如実に示されている。

そのため，議長国に付与された議題設定や草案作成の役割を発揮する立場に

あるのは ASEAN諸国であった。特に，首脳会議は ASEAN+3における協力

体制の特徴や方向性を決めていく事実上の最高意思決定機関であり，首脳会

議の議長国は議題設定，草案作成の役割を期待され，イニシアティブを発揮

してきた。2005年末現在，ASEAN+3首脳会議は EASの議論とともに，新た

な節目を迎えつつある。今のところ ASEANが議長国を独占することで合意

が成立しているが，日中韓は ASEAN+3首脳会議あるいは EASの議長国と

なる政治的意思を示す一方，ASEAN側は議長国の地位を独占したいと考え，

日中韓の参画の仕方について決着がついていない。また，2004年末現在，事
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務局設置が見送られる一方，国内事務局長会議，政策提言グループ，高級事

務レベル会合，作業部会等が会議の準備チャンネルとして定例化してきてい

る。これらの会合の一部はすでに ASEAN諸国だけでなく，日中韓でも開催

され，参加国が平等に会合を準備・開催する制度的特徴をともないつつある。

これらは ASEANだけでなく，APECや主要国首脳会議（G 8 ）など，会議

外交を中心とするいくつかの「継続的会議レジーム」においても見られる制

度的性質である。それは EUのような条約にもとづく国際組織とは異なる制

度的特徴であり，国家主権の尊重と主権国家間の平等を重視し，超国家組織

への主権委譲を嫌う東アジア諸国の政治的意思を示している。ASEAN+3に

特徴的なのは ASEAN+3が ASEANの域外協力として出発し，しだいに日中

韓が関与を深めることで，参加国間の平等性を確保する会議の準備・運営・

開催制度を整えつつある点にある。

　また，第 2の指標として合意の実施に関する制度を提示し，ASEAN+3で

は東アジア地域の途上国と先進国の経済格差の違い，とりわけ ASEAN後発

国の経済状況に配慮し，柔軟な合意実施ルール・原則が採用されていること

を示した。具体的には，経済プロジェクトは「13-Xの原則」の下，「ASEAN

から 2カ国，日中韓から 2カ国」という条件で実施が可能であり，農業協力

で打ち出された緊急コメ備蓄体制構築のためのパイロットプロジェクト参

加は「ボランタリー」とされた。ASEAN+3においてもっとも協力が進んで

いるとされる金融協力においても ABMIの作業部会は幹事国を中心に参加

は「自発的」とされた。FTAでは ASEAN+1や二国間で活発な FTA交渉・

締結を許容する一方，ASEAN+3ではこれらの複数の FTA間の制度調整を行

う必要性が認識され始めている。つまり，ASEAN+3では，全参加国ではな

く，参加可能あるいはその意思のある諸国が参加することによって具体的な

協力を開始していく協力体制が重視されている。この体制は早期実施可能な

参加国が大枠の協力スキームを作り上げ，実施ができない国に対し，そのス

キームへの早期参加を促していくメカニズムであるともいえる。非拘束的で

自発的参加を促すメカニズムは APECや G 8 ，ASEAN等にも共通に見られ，
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その背景には国家間（あるいは経済単位間）に権利や義務関係といった契約，

拘束力のある法的な関係を結ぶことが国家（経済単位も含む）の自由裁量を

狭めてしまうという危機感がある。そのような危機感はメンバーすべてが同

意する「共通利益」の醸成を阻害する可能性もある一方，非拘束的な協力関

係に参画するコストを下げ，参加そのもの（協力関係を結ぶ意思表明）を促す

可能性も包含している。

　設立条約等でその存在を明示化する国際組織が存在するなかで，

ASEAN+3では協力のために組織化を行うのではなく，重要な問題を話し合

うために参加国が一堂に会する会議の定例化をまずは目指した。そして，組

織の設置よりも会議の準備・運営・開催に関する制度や実質的な合意を実施

していくための制度の構築に力を注いだ。ASEAN+3におけるこのような制

度構築は経済格差が大きく，政治的文化的多様性への理解が必要な東アジア

地域での地域協力の制度的特徴を表している。先述したように，ASEAN+3

は ASEANだけでなく，APECや G 8 などと制度的特徴を共有している。こ

れらの「継続的会議レジーム」が緩やかな制度的特徴をもつのは，さまざま

な問題領域において，国家間で法的な取決めを結ぶ前に，加盟国間が互いに

敵対的な行動をとりにくくする信頼醸成的な側面を強化することが必要であ

るという認識が共有されているからである。その意味において，ASEAN+3

は東アジア地域の協力体制の特徴を示すだけでなく，協力がなかなか進まな

い地域や集合体における協力体制の構築においても重要な事例を提供してい

る。

〔注〕
⑴　1975年にヘルシンキ宣言によって設立された欧州安全保障協力会議（CSCE）
は外相会議を定期的に開催する「レジーム」から出発し，1990年，法的根拠
を明確にしたパリ憲章によって事務局などの常設機構化を達成し，国際組織
として認知されるに至り，1995年には全欧安全保障協力機構（OSCE）に改称
した（植田［1992: 130-31］，吉川［1999: 36-37］）。
⑵　日本と ASEANの関係は1977年，当時の福田首相が ASEAN首脳会議に招
待されて以来，閣僚レベルで関係を構築してきた。韓国は1991年に，中国は
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1996年に ASEANの正式対話国となり，閣僚レベルの会合を開いている。
⑶　ASEANという組織や制度の存在は，日本，中国，韓国が ASEANとは個別
に 3カ国で協力するきっかけを与えた。1999年，故小渕元首相の呼びかけで
日中韓の首脳会議が開催され，日本は日中韓の首脳会議の定例化を提案し韓
国は支持を表明したが中国が態度を保留したため，定例化の合意はなされな
かった（『日本経済新聞』1999年11月29日）。しかし2000年の会議では中国が
姿勢を軟化させたため定例化が合意された（『日本経済新聞』1999年11月20
日，『朝日新聞』2000年11月24日夕刊）。当初の議題は経済問題が主であった
が次第に他の分野も議題として取り込まれるようになり，2003年日中韓首脳
は初めての合意文書を採択し経済ならびに政治・安全保障を含む協力を約束
した（外務省［2003］）。
⑷　1998年の ASEAN+3首脳会議では公式文書は出されなかったが，日本外務
省作成の会議の結果概要で会議の定例化が合意されていた点を確認すること
ができる（外務省［1998］）。
⑸　ただし，会議の定例開催を維持するため，次回会合の開催地（したがって，
開催国）は明記される場合がある。
⑹　会議定例化への道のりについては（Suzuki［2004a: 21-26，Annex］）を参
照。1996年 3 月に首脳レベルの会合を開催し，協力を開始したアジア・欧州
会合（Asia-Europe Meeting: ASEM）が ASEAN+3の開始に重要なきっかけを
与えたといわれる。しかし，1997年に ASEANに加盟したミャンマーの ASEM

加盟をめぐって EU諸国と ASEAN諸国の意見が対立し，ASEAN側は1999年
までに ASEANに加盟したミャンマー，カンボジア，ラオスの ASEM加盟を
主張したが，欧州側がミャンマーの国内問題，とりわけ人権問題を批判し，
加盟のめどが立たなかった。この問題は，2004年東欧諸国が EUに新規加盟
した EU拡大を機に，再び議論され，2004年10月の首脳会議で，ようやくミ
ャンマーはラオス，ミャンマー，EU新規加盟10カ国とともに，ASEMへの加
盟が承認された（外務省［2004b］）ただし，欧州側が人権抑圧を理由にキン・
ニュン首相の出席を拒否したため，ミャンマーの首脳会議参加は首脳ではな
く外相レベルに格下げされた。首脳会議の直前，代理として有力視されてい
た外相が突如解任され，ミャンマー軍事政権側はティン・ウィン首相府兼労
働相を派遣する方針を固め，2004年 9 月に新しく就任したニャン・ウィン外
相は代表団の副団長として参加した（『日本経済新聞』2004年10月 1 日）。
⑺　会議の開催場所は議長国であることがほとんどである。ただし，金融協力
では財務相会合がアジア開発銀行（Asian Development Bank: ADB）総会，
IMF・世界銀行総会の機会に開催される場合があるため，議長国は開催国と一
致しないが，議長国は ASEAN諸国の持ち回りで担当する。その他の閣僚会議
は，ASEANの閣僚会議の後に続いて開催されるのが慣例となってきており，



第13章　東アジア地域協力の制度的特徴　355

開催国と議長国は一致している場合がほとんどである。ASEAN首脳会議の議
長国はマレーシア（1997），ベトナム（1998），フィリピン（1999），シンガポ
ール（2000），ブルネイ（2001），カンボジア（2002），インドネシア（2003），
ラオス（2004）である。
⑻　1990年の EAEG構想から1997年の ASEAN+3首脳会議開催までの道程につ
いては鈴木［2004］を参照。
⑼　EAS実現に向けた主な論点は⑴ EASと ASEAN+3のメンバーシップ問題
（参加国の構成）ならびに加盟基準問題，⑵ ASEANの存在意義を薄めない組
織運営問題と日中韓の主体的関与，⑶東アジア地域協力の重層的構造問題と
EASの目的と扱う問題領域，であった（EASG［2002: 55-56］）。
⑽　ただし，中国は2006年の開催を呼びかけながらも，時期や態様については

ASEAN内のコンセンサスに委ねる姿勢を示した（外務省［2004a］）。
⑾　2005年12月，クアラルンプールで第11回 ASEAN首脳会議，第 9回 ASEAN+3
首脳会議，初の EASが開催された。しかし，ASEAN+3と EASとの関係や役
割分担については明確な合意は得られなかった（『日本経済新聞』2005年12月
13日）。
⑿　詳細は ASEANホームページ（http://www.aseansec.org/meetings_events.htm）
を参照。2005年 3 月22日アクセス。
⒀　詳細は EAFホームページ（http://www.eastasiaforum.org/）を参照。2005年
3 月22日アクセス。

⒁　詳細は NEATホームページ（http://www.neat.org.cn）を参照。2005年 3 月24
日アクセス。
⒂　さらに2004年の会合でその作業部会の活動をとりまとめるアジア債券市場
フォーカルグループが形成された（AFMM+3［2004］）。
⒃　2003年の第 3回会合では2004年初めにこのパイロットプロジェクトを実施
するための管理チームの創設が合意された（AMAF+3［2003］）。
⒄　大庭［2003: 160-163］によると日本財務省はアメリカから自立した金融シ
ステム構築を目指して，円の国際化を進めようとしていた。
⒅　Dieter and Higgott［2002: 2］は「東アジア」地域は金融危機への処方箋を
探る上で重要な領域（domain）になりつつあり「金融地域主義」とも呼びう
るものがこの地域のアジェンダとして根付いてきている，と主張する。
⒆　アジア債券市場の育成構想は2002年の10月，タイのタクシン首相が提案し
たのをきっかけとしている（Suzuki［2004a: 15］）。
⒇　EMEAPは東アジア・太平洋地域の11カ国の中央銀行・通貨当局による共同
組織である。詳細は（http://www.emeap.org/）を参照。2005年 3 月22日アクセ
ス。
21　ACDは2000年にタイが提案して設置した国際会議で，アジアの22カ国で構
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成される。詳細は（http://www.acddialogue.com/web/1.php）を参照。2005年 3
月22日アクセス。
22　詳細は財務相「アジア債券市場育成イニシアティブ関連」（http://www. 

mof.go.jp/jouhou/kokkin/frame.html）参照。2005年 3 月23日アクセス。
23　詳細は財務省「アジア債券市場育成に関する ASEAN+3財務大臣プロセス 

6 つのワーキンググループ」（http://www.mof.go.jp/jouhou/kokkin/frame.html）
参照。2005年 3 月23日アクセス。
24　EARRS構想は日本にとってWTOでの農業交渉を優位に進めるためのひと
つの布石となるだけでなく（農林水産省［2002］），資金・技術援助を通じた
途上国支援の一環として位置づけることのできる構想であった（大庭［2004: 
31-32］）。中国は2002年の ASEAN-中国首脳会議において ASEANに対し専
門家派遣を通じた農業技術援助を申し出た（高原［2003: 60-61］）。2002年
に ASEAN事務局と中国の農水省は技術援助に関する覚書を交わしている
（Suzuki［2003: 17］）。
25　この原則は1980年代に ASEANが採用した「5-X原則」に類似している。
1980年代産業協力プロジェクトの迅速な実施を目指して ASEANはこれまで全
加盟国が同時に実施する方法を改め「5-X原則」（“five-minus-one”）を導入
した。この原則は当時のシンガポール首相であったリー・クワン・ユーによ
って提案された（Thambipillai and Saravanamuttu［1985: 22］）。1980年代初頭，
ASEANはインドネシア，マレーシア，フィリピン，シンガポール，タイの 5
カ国で構成されており，「5-X原則」は ASEAN全 5カ国のうちいくつかの参
加国（X）の不参加でもプロジェクト実施が可能とする原則であった。リー・
クアン・ユーの発言については，Far Eastern Economic Review（May 2, 1980: 
23）を参照。
26　 6つのプロジェクト，その後のプロジェクト追加についての詳細は，経済
産業省「AEM+3（日中韓 ASEAN経済大臣会合）について」（http://www.meti. 

go.jp/policy/trade_policy/asean/html/aem-3.html）を参照。2005年 3 月22日ダウ
ンロード。
27　貿易自由化の取決めは，自由貿易協定（free trade agreement: FTA），特
恵貿易協定（preferential trade agreement: PTA），地域貿易協定・地域的貿
易取決め（regional trade agreement: RTA），近年においては包括的経済連
携（Comprehensive Economic Partnership: CEP），経済連携協定（Economic 

Partnership Agreement: EPA）など，さまざまな用語が使用されている。本章
では個々の用語が異なる意味合い・解釈をもつことに留意したうえで，これ
らの貿易自由化の取決めを総称する一般用語として自由貿易協定（free trade 

agreement: FTA）を使用する。
28　佐藤［2003: 13］は ASEANと中国の FTAは広範囲の製品を排除リストに並
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べており，すべての貿易品目の関税撤廃を実施するものではないとしている。
29　アーリーハーベスト・プログラムの実施に向けた関税撤廃品目リストの提
出がなされたが，フィリピンとマレーシアはリストの提出を留保している
（ASEAN-China［2002］）。
30　日本と ASEAN各国との二国間 FTAを重視する日本と ASEANの FTAは，

ASEANがあくまでひとつの「地域」として FTAを締結しようとしている中
国と ASEANの FTAと，FTA実現の仕方において対照的である。この違いは
ひとつには，WTOにおける中国と日本の経済的な地位の違いであると考えら
れる。「先進国」である日本には，FTA締結国が相互に関税撤廃を同時に実
施することを要請する General Agreement on Tariffs and Trade（GATT）24条
が適用されるため，締結相手の経済発展レベルが問題となる。その意味で，
ASEANの新規加盟国であるカンボジア，ラオス，ミャンマー，ベトナムと
の FTA締結は日本にとって容易なものではない。FTA締結の準備ができた
ASEAN加盟国から順番に FTA締結を進められる「二国間 FTA」方式は日本
にとって都合のよいツールだといえる。一方，中国はWTO体制下で「途上
国」としての扱いを求めており1979年 GATT東京ラウンドで合意された「授
権条項」にもとづいて，「途上国に対する特別かつ異なる扱い」を享受するこ
とができる。この条項は途上国間の地域あるいはグローバルな取決めに適用
されるとされており，ASEANと中国の FTAもこの「途上国間の地域取決め
に」該当する可能性が高い。2002年に合意された ASEANと中国の包括的経済
協力協定（The Framework Agreement of Comprehensive Economic Cooperation 

between ASEAN and China）では ASEANの新規加盟国に対し，「特別かつ
差別的な待遇と柔軟性のある扱い」（ASEAN members and China agreed “to 

establish an ASEAN-China Free Trade Area［‘ASEAN-China FTA’］within ten 

years with special and differential treatment and flexibility for the newer ASEAN 

member states”）に言及している（ASEAN-China［2002］。下線は筆者）。
31『日本経済新聞』2004年 9 月 2 日。
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